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株主各位

証券コード　8706

（発送日）2023年５月30日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７号

極 東 証 券 株 式 会 社
代表取締役
会 長 菊 池  之

第80回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。
さて、当社第80回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご

通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報
（電子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネッ
ト上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、以下のウェブサイトに
アクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

【当社ウェブサイト】
https://www.kyokuto-sec.co.jp/ir/stockholder/

　また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、以下のウェブ
サイトにも掲載しておりますので、ご確認ください。

【株主総会資料　掲載ウェブサイト】
https://d.sokai.jp/8706/teiji/

【東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）】
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「極東証
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株主各位

１．日 時 2023年６月21日（水曜日）午前10時

２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

東京証券会館　９階会議室

（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項

報 告 事 項 １. 第80期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連

結計算書類監査結果報告の件

２. 第80期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）

計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案 取締役７名選任の件

第２号議案 補欠監査役１名選任の件

券」又は「コード」に当社証券コード「8706」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類／PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通
知／株主総会資料」欄よりご確認ください。）

なお、当日ご出席されない場合は、書面又は電磁的方法（インターネット）によ

って議決権を行使することができますので、お手数ながら株主総会参考書類をご検

討のうえ、2023年６月20日（火曜日）午後５時15分までに議決権を行使してくださ

いますようお願い申しあげます。

敬　具

記
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株主各位

４.招集にあたっての決定事項（議決権行使についてのご案内）

(１) 書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、

議案に対する賛否の表示がない場合は、賛成の表示があったものとして

お取り扱いいたします。

(２)書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、

インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使としてお取り扱い

いたします。

(３) インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行わ

れたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

　
以　上

◎受付開始時刻は午前９時を予定しております。

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くだ

さい。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、上記インターネット上の当社ウェ

ブサイト及び株主総会資料掲載ウェブサイト並びに東証ウェブサイトにおい

て、その旨、修正前及び修正後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に従前どお

りの書面をお送りいたします。

◎電子提供措置事項のうち、次の事項に関しましては、法令及び当社定款第17

条第２項の規定に基づき、お送りする書面には記載しておりません。

①事業報告

・新株予約権等に関する事項

・責任限定契約の内容の概要

・業務の適正を確保するための体制

・業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

・会社の支配に関する基本方針
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②連結計算書類

・連結注記表

③計算書類

・個別注記表

したがいまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算

書類は、会計監査人が会計監査報告を、監査役が監査報告を作成するに際し

て監査をした対象書類の一部であります。

※株主総会にご出席の株主さまへお配りしておりましたお土産はとりやめとさせて

いただいております。何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

※株主総会に出席する役員及び運営スタッフ等は、マスクを着用して対応させてい

ただく場合がございます。
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議決権行使のご案内

議決権行使のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

出席する方法

書面（郵送）で

議決権を行使する方法

インターネットで

議決権を行使する方法

当日ご出席の際は、お手数ながら、議

決権行使書用紙を会場受付へご提出く

ださい。

議決権行使書用紙に議案に対する賛否

をご表示のうえ、ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案に対す

る賛否をご入力ください。

株主総会開催日時 行使期限 行使期限

2023年６月21日（水曜日）

午前10時

2023年６月20日（火曜日）

午後５時15分到着分まで

2023年６月20日（火曜日）

午後５時15分入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

こちらに議案の賛否をご記入ください。

第１号議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者を

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

第２号議案

● 賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 反対する場合 「否」の欄に〇印

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※議決権行使書用紙はイメージです。

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議
決権行使としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行
われたものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。
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インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル

電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）
（受付時間　午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使

ウェブサイト
https://www.web54.net

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが

PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の

「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、

再度議決権行使をお願いいたします。

※‌�QRコードを再度読取っていただくと、PC向けサイトへ遷

移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行

使ウェブサイトにログインすることができます。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。

議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

3

2

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※操作画面はイメージです。

※機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただ
くことが可能です。
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
現在の当社における
地 位 及 び 担 当

候補者属性

1 【再任】
きく

菊

 

　
ち

池

 

　
ひろ



 

　
ゆき

之 代表取締役会長

2 【再任】
きく

菊

 

　
ち

池

 

　
かず

一

 

　
ひろ

広 代表取締役社長

3 【再任】
ご

後

 

　
とう

藤

 

　
まさ

昌

 

　
ひろ

弘
取締役専務執行役員
営業本部長

4 【再任】
かや

茅

 

　
ぬま

沼 
しゅん

 俊  
ぞう

三
取締役専務執行役員
企画管理本部長

5 【再任】
ほり

堀

 

　
かわ

川

 

　
けん

健
じ

次
ろう

郎 社外取締役 社外取締役　独立役員

6 【再任】
よし

吉

 

　
の

野

 

　
さだ

貞

 

　
お

雄 社外取締役 社外取締役　独立役員

7 【再任】
すが

菅

 

　
や

谷

 

　
たか

貴

 

　
こ

子 社外取締役 社外取締役　独立役員

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 取締役７名選任の件

取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきまして

は、取締役７名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

【取締役候補者一覧】

－ 7 －



2023/05/20 20:34:27 / 22945993_極東証券株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

１

きく

菊

 

　
ち

池

 

　
ひろ



 

　
ゆき

之
(1942年３月６日)

1964年４月 野村證券株式会社入社
1972年７月 当社入社
1972年11月 代表取締役副社長
1979年12月 代表取締役社長
2012年４月 代表取締役会長（現任）
（重要な兼職の状況）
極東プロパティ株式会社代表取締役社長

981,458株

（取締役候補者とした理由）
菊池之氏は、当社代表取締役副社長、代表取締役社長及び代表取締役会長を歴
任し、強いリーダーシップで当社及びグループ会社の経営を長年担ってまいりま
した。同氏の豊富な経験や幅広い見識は、当社の持続的な企業価値向上のために
必要であり、引き続き当社取締役として適任であると判断し、取締役候補者とい
たしました。

２

きく

菊

 

　
ち

池

 

　
かず

一

 

　
ひろ

広
(1968年２月８日)

1990年４月 野村證券株式会社入社
1999年３月 当社入社
1999年６月 代表取締役副社長
2012年４月 代表取締役社長（現任）

967,346株

（取締役候補者とした理由）
菊池一広氏は、当社代表取締役副社長及び代表取締役社長を歴任し、その経験、
知識及び指導力を生かし、当社及びグループ会社の事業拡大に貢献してまいりま
した。同氏の経営者としての経験や判断力は、当社の持続的な企業価値向上のた
めに必要であり、引き続き当社取締役として適任であると判断し、取締役候補者
といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

３

ご

後

 

　
とう

藤

 

　
まさ

昌

 

　
ひろ

弘
(1961年10月６日)

1985年４月 当社入社
2002年10月 営業本部大阪支店長
2008年３月 営業本部本店資産管理第二部長
2010年６月 執行役員営業本部本店資産管理

第二部長
2011年４月 執行役員・営業本部副本部長兼

営業統括部長
2012年６月 常務執行役員・営業本部副本部

長兼営業統括部長
2014年６月 取締役常務執行役員・営業本部

長兼営業統括部長
2016年６月 取締役専務執行役員・営業本部

長（現任）

38,500株

（取締役候補者とした理由）
後藤昌弘氏は、当社入社以来、営業部門に長く携わり、現在も取締役専務執行役
員・営業本部長として営業部門を統括し、顧客基盤の拡大や預り資産の増加を推
進してまいりました。同氏のこれまでの豊富な経験と知見を踏まえ、引き続き当
社取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしました。
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

４

かや

茅

 

　
ぬま

沼

 

　
しゅん

俊

 

　
ぞう

三
(1957年８月４日)

1980年４月 東京証券取引所入所
2007年６月 株式会社東京証券取引所渉外広報

部長
2011年６月 株式会社東京証券取引所グループ

国際担当企画統括役
2013年１月 株式会社日本取引所グループ国際

担当企画統括役兼株式会社東京証
券取引所上場推進部企画統括役

2013年12月 当社入社
執行役員企画管理本部経理部担当

2014年12月 常務執行役員・企画管理本部副
本部長

2015年６月 取締役常務執行役員・企画管理
本部長

2017年６月 取締役専務執行役員・企画管理
本部長（現任）

19,700株

（取締役候補者とした理由）
茅沼俊三氏は、株式会社日本取引所グループ出身であり、証券取引所の市場運営
に長く携わってまいりました。現在は、取締役専務執行役員・企画管理本部長と
して企画管理部門を統括しております。同氏の市場運営に係る経験と知見を踏ま
え、引き続き当社取締役として適任であると判断し、取締役候補者といたしまし
た。

－ 10 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

５

社外 独立役員

ほり

堀

 

　
かわ

川

 

　
けん

健
じ

次
ろう

郎
(1942年８月５日)

　

1965年４月 株式会社日本経済新聞社入社
1996年３月 取締役東京本社編集局長
1998年３月 常務取締役名古屋支社代表
2000年３月 常務取締役編集・出版担当
2002年３月 株式会社QUICK代表取締役副社長
2004年３月 代表取締役社長
2008年３月 代表取締役会長
2012年３月 特別顧問
2016年３月 参与（現任）
2016年６月 当社社外取締役（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
堀川健次郎氏は、株式会社日本経済新聞社及び株式会社QUICKにおいて、経営者
として長く会社経営に携わってまいりました。同氏は企業経営者としての豊富な
経験と金融資本市場に関する知見を有しており、引き続き当該経験や知見を生か
して経営陣の職務執行に対する監督、助言等をいただくこと及び当社取締役会の
機能強化を図ることが期待できるものと考えているため、社外取締役候補者とい
たしました。また、同氏が選任された場合は、報酬委員会の委員として役員報酬
等の内容に係る決定方針等について中立的な立場で関与いただく予定です。
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

６

社外 独立役員

よし

吉

 

　
の

野

 

　
さだ

貞

 

　
お

雄
(1944年６月19日)

　

1967年４月 東京証券取引所入所
1999年５月 常務理事
2001年11月 株式会社東京証券取引所常務取締役
2002年６月 代表取締役専務
2005年12月 日本証券決済株式会社顧問
2007年６月 平和不動産株式会社代表取締役専

務執行役員
2010年６月 代表取締役社長 社長執行役員
2013年６月 取締役相談役
2015年６月 相談役
2016年６月 当社社外取締役（現任）
2017年７月 平和不動産株式会社顧問（現任）

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
吉野貞雄氏は、株式会社東京証券取引所及び平和不動産株式会社において、経営
者として長く会社経営に携わるとともに、政府や関連団体の委員を務めるなど証
券市場に密接に関係する業務を幅広く経験しております。同氏は企業経営者とし
ての豊富な経験と金融資本市場に関する知見を有しており、引き続き当該経験や
知見を生かして経営陣の職務執行に対する監督、助言等をいただくこと及び当社
取締役会の機能強化を図ることが期待できるものと考えているため、社外取締役
候補者といたしました。また、同氏が選任された場合は、報酬委員会の委員とし
て役員報酬等の内容に係る決定方針等について中立的な立場で関与いただく予定
です。

－ 12 －
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取締役選任議案

候補者
番 号

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略歴、当社における地位及び担当
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

７

社外 独立役員

すが

菅

 

　
や

谷

 

　
たか

貴

 

　
こ

子

(1972年９月20日)

　

2002年10月 弁護士登録（第二東京弁護士会）
山田秀雄法律事務所（現山田・尾
﨑法律事務所）入所（現任）

2007年６月 株式会社フェイス社外監査役（現
任）

2019年３月 ライオン株式会社社外取締役（現
任）

2020年６月 当社社外取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
弁護士（山田・尾﨑法律事務所）
株式会社フェイス社外監査役
ライオン株式会社社外取締役

－株

（社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要）
菅谷貴子氏は、過去に社外役員となること以外の方法で会社の経営に関与された
経験はありませんが、弁護士としての豊富な経験と専門知識を有するとともに、
他の会社の社外取締役及び社外監査役としての経験を有しており、引き続き当該
経験や知見を生かして経営陣の職務執行に対する監督、助言等をいただくこと及
び当社取締役会の機能強化を図ることが期待できるものと考えているため、社外
取締役候補者といたしました。また、同氏が選任された場合は、報酬委員会の委
員として役員報酬等の内容に係る決定方針等について中立的な立場で関与いただ
く予定です。

（注）１. 各取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 堀川健次郎氏、吉野貞雄氏及び菅谷貴子氏は、社外取締役候補者であります。
３. 当社は、堀川健次郎氏、吉野貞雄氏及び菅谷貴子氏を東京証券取引所の定めに

基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。なお、本総会に
おいて各氏の再任が承認された場合には、引き続き独立役員とする予定であり
ます。

４. 当社は、独立社外取締役の選任基準を以下のとおり定めております。
(１) 会社法で定める社外取締役の要件を満たしていること。
(２) 東京証券取引所が定める独立性基準に抵触せず、一般株主との利益相反が生

じるおそれがないこと。
(３) 当社の取締役として職務遂行を行うための十分な時間が確保でき、取締役会

への出席率が80％以上であること。
(４) 当社の社外取締役を務める期間が10年を超えないこと。

－ 13 －
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取締役選任議案

(５) 他の会社の役員等との兼任が当社を含め５社以内であること。
(６) 豊富な経験及び知識を有しており、経営全般について大局的な意見及び助言

を行うことができること。
５．堀川健次郎氏、吉野貞雄氏及び菅谷貴子氏は、現在、当社の社外取締役であり

ますが、それぞれの社外取締役としての在任期間は本総会終結の時をもって堀
川健次郎氏が７年、吉野貞雄氏が７年、菅谷貴子氏が３年となります。

６．当社は堀川健次郎氏、吉野貞雄氏及び菅谷貴子氏との間で、会社法第427条第
１項の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締
結しており、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、同法第425条第１項に
定める最低責任限度額としております。なお、本総会において各氏の再任が承
認された場合には、当該契約を継続する予定であります。

７．菅谷貴子氏の戸籍上の氏名は、田苗貴子であります。
８．取締役会が取締役候補者の指名を行うに当たっての方針と手続きについては、

以下のとおりであります。
取締役候補者の指名については、人格識見に優れ、担当業務で実績を上げ、か
つ企業経営に精通している人物を各部門のバランスに配慮しながら、代表取締
役が取締役会に提案し、取締役会において協議のうえ決定しております。

－ 14 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/20 20:34:27 / 22945993_極東証券株式会社_招集通知_電子提供措置用

補欠監査役選任議案

ふ　　　り　　　が　　　な

氏　　　　　 名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴
（重要な兼職の状況）

所有する
当 社
株式の数

社外 独立役員

ふじ

藤

 

　
た

田

 

　
ひろ

博

 

　
あき

章
（1940年５月25日）

1964年４月 日本レイヨン株式会社（現ユニチカ株式
会社）入社

1969年４月 フジタ産業株式会社専務取締役
1978年３月 有限会社ファミリーフーズ（現株式会社

フジタコーポレーション）設立代表取締
役社長

1988年10月 フジタ産業株式会社代表取締役社長
1993年10月 株式会社フジックス設立代表取締役社長
2019年３月 株式会社フジタコーポレーション取締役

会長（現任）
2021年11月 丹治林業株式会社取締役（現任）
（重要な兼職の状況）
株式会社フジタコーポレーション取締役会長
丹治林業株式会社取締役

－株

（補欠の社外監査役候補者とした理由）
藤田博章氏は、株式会社フジタコーポレーションにおいて、経営者として長く会社経営
に携わってまいりました。同氏の会社経営者としての豊富な経験と見識は、客観性や中
立性を重視した監査役としての職務の適切な遂行に資するものと判断し、補欠の社外監
査役候補者といたしました。

第２号議案 補欠監査役１名選任の件
2022年６月22日開催の第79回定時株主総会において補欠監査役に選任された藤

田博章氏の選任の効力は本総会の開始の時までとされておりますので、法令に定
める監査役の員数が欠けた場合に備え、改めて補欠監査役１名の選任をお願いす
るものであります。

なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

（注）１. 藤田博章氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。
２. 藤田博章氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 藤田博章氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員の要件を満たしてお

り、同氏が監査役に就任した場合は、独立役員として同取引所に届け出る予定
であります。

４. 藤田博章氏が監査役に就任した場合は、当社は同氏との間で会社法第427条第１
項の規定に基づき、同法第425条第１項に定める最低責任限度額を限度として同
法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。

以　上

－ 15 －
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スキルマトリックス

氏名 地位・担当（予定）

各取締役・監査役が有する知識・経験等

企業経営
金融商品
取引業

営業 財務会計
法務

リスク管理
情報通信 監査

1 菊池之 代表取締役会長 ● ●

2 菊池一広 代表取締役社長 ● ●

3 後藤昌弘
取締役専務執行役員
営業本部長

● ●

4 茅沼俊三
取締役専務執行役員
企画管理本部長

● ● ●

5 堀川健次郎
社外取締役
独立役員

● ●

6 吉野貞雄
社外取締役
独立役員

● ● ●

7 菅谷貴子
社外取締役
独立役員

● ●

8 安村和洋 常勤社外監査役 ● ●

9 金子弘之 常勤監査役 ● ●

10 津國伸郎 社外監査役 ● ●

（ご参考）
　当社取締役会は、経営戦略に照らして当社取締役会が必要とするスキルを「企業
経営」、「金融商品取引業」、「営業」、「財務会計」、「法務・リスク管理」、
「情報通信」及び「監査」としております。
　第１号議案の承認が得られた場合の取締役及び監査役のスキルを一覧化したいわ
ゆるスキルマトリックスは以下のとおりとなります。
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当事業年度の事業の状況

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

事　 業　 報　 告

１. 企業集団の現況
(1) 当事業年度の事業の状況

① 事業の経過及び成果

当事業年度（以下「当期」という。）においては、新型コロナウイルス感

染症の感染者数が大きく減少し、世界的に経済活動の再開が進みました。一

方、インフレを抑制しようと主要国の中央銀行が大幅利上げを繰り返したこ

とから、累積効果により多くの国で景況感が悪化しました。もっとも、当期

後半にはインフレが鈍化傾向となり、先進国・新興国とも利上げ打ち止めが

視野に入ってきました。３月には米国の地域銀行の破綻や欧州クレディ・ス

イスの経営危機で、金融システムや経済への悪影響が懸念されましたが、

2008年のリーマン・ショックの経験を踏まえた主要金融当局の対応を受け、

一旦落ち着きを見せました。

株式市場では、米連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）の利上げ継続との悲観的

な見方と、早期利下げとの楽観的な見方とが株価のサイクルを形成し、イン

フレと景気動向に注目が集まりました。日経平均株価は当期を通じ概ね

28,500円から25,500円のレンジ相場でしたが、ＦＲＢが2023年にも利下げに

転じるとの期待から８月17日にはレンジを越え29,222円の高値を付ける場面

もありました。年末にかけ値を崩した後、１月からは海外株にけん引され３

月９日には28,734円まで戻しました。その後、米国金融機関の破綻を機に金

融システムへの懸念から日経平均株価も急落を余儀なくされる場面がありま

したが、各国金融当局の迅速な対応を受けて落ち着きを見せ、28,041円で当

期を終えました。

外国為替市場では、ＦＲＢによる急ピッチでの利上げを背景に10月まで世

界的に米ドルの独歩高となり、ドル円相場は10月21日には１ドル＝151.93円

と1990年以来、約30年ぶりの円安水準となりました。なお円安が投機的かつ

－ 17 －
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当事業年度の事業の状況

急激であるとして日本国政府・日本銀行は９月と10月に24年ぶりとなる円買

いドル売り介入を実施しました。その後は米欧の中央銀行が利上げ幅の縮小

を模索する中でドル独歩高は転機を迎えました。ドル円相場は、日本銀行の

政策変更と日本の金利上昇が相まって急速に円安修正圧力が高まり、１月16

日に１ドル＝127.92円を付けました。当期は１ドル＝133.53円で終えており

ます。

債券市場では、日本の10年国債利回りは概ね0.20％から0.25％のレンジで

推移したのち、12月20日に日本銀行がイールドカーブコントロール政策にお

ける10年国債利回りの誘導レンジを０プラスマイナス0.5％に拡大したこと

から急騰しました。２月10日には次期日本銀行総裁として植田和男氏を候補

とする人事案が決まり、その後は金融政策の変更を巡る思惑から変動が大き

くなりました。３月14日には0.24％まで利回りが急落する場面を経て、

0.32％で当期を終えました。

こうした環境の中、当社は、お客さまの多様なニーズにお応えするため、

「特色ある旬の商品」の提供に努めました。また、株主資本の効率的運用の

観点から、積極的な財務運営も行ってまいりました。

当期の業績につきましては、営業収益43億15百万円（前期比66.5％）、純

営業収益42億59百万円（同66.1％）、営業損失３億12百万円（前期は営業利

益13億円）、経常利益４億91百万円（前期比26.1％）、親会社株主に帰属す

る当期純利益11億68百万円（同55.2％）となりました。

当期における収益等の内訳は次のとおりであります。

受入手数料

「受入手数料」は、18億34百万円（前期比91.9％）となりました。受入手

数料の内訳は次のとおりであります。

－ 18 －
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当事業年度の事業の状況

第　79　期
（2021.4.1～2022.3.31）

第　80　期
（2022.4.1～2023.3.31）

百万円 （構成比） 百万円 （構成比）
株 券 1,107 （  55％） 993 （  54％）

債 券 0 （ 　0　） 0 （ 　0　）

受 益 証 券 855 （  43　） 821 （  45　）

そ の 他 32 （ 　2　） 18 （ 　1　）

合 計 1,995 （ 100　） 1,834 （ 100　）

（委託手数料）

株券委託手数料は、９億72百万円（同90.8％）を計上し、これに受益証

券（上場投資信託）委託手数料を加えた「委託手数料」は、10億１百万円

（同90.6％）となりました。

（引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料）

「引受け・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の手数料」は、16百万

円（同52.0％）となりました。

（募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料）

「募集・売出し・特定投資家向け売付け勧誘等の取扱手数料」は、受益

証券（投資信託）の取扱いの減少により、５億35百万円（同90.0％）とな

りました。

（その他の受入手数料）

主に受益証券（投資信託）の代行手数料からなる「その他の受入手数

料」は、２億80百万円（同107.0％）となりました。

商品別の受入手数料の内訳は、次のとおりであります。

受入手数料の内訳
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当事業年度の事業の状況

トレーディング損益

　株券等トレーディング損益は、１億54百万円の損失（前期は１億32百万円

の利益）、債券等トレーディング損益は、15億65百万円の利益（前期比

47.7％）、為替のデリバティブ取引を中心としたその他のトレーディング損

益は、３億95百万円の損失（前期は３億84百万円の損失）となりました。こ

の結果、「トレーディング損益」は、10億15百万円の利益（前期比33.5％）

となりました。

金融収支

金融収益14億45百万円（前期比99.9％）から金融費用55百万円（同

109.4％）を差し引いた「金融収支」は、13億89百万円（同99.5％）となり

ました。

販売費・一般管理費

「販売費・一般管理費」は、45億72百万円（前期比88.9％）となりまし

た。

営業外損益

営業外収益は、受取配当金等合計で10億12百万円（前期比136.0％）を、

一方、営業外費用は、為替差損等合計で２億８百万円（同127.1％）を計上

いたしました。この結果、「営業外損益」は、８億４百万円の利益（同

138.6％）となりました。

特別損益

特別利益は、投資有価証券売却益で13億13百万円（前期比91.9％）を、一

方、特別損失は、投資有価証券売却損等合計で１億５百万円（同54.5％）を

計上いたしました。この結果、「特別損益」は、12億８百万円の利益（同

97.7％）となりました。

② 設備投資の状況

該当事項はありません。
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当事業年度の事業の状況

③ 資金調達の状況

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行を含む合計９行との

間で、総額50億円のシンジケート方式によるコミットメントライン契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入実行残高は20億円で

あります。

④ 事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の

状況

該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。
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直前３事業年度の企業集団の財産および損益の状況

(2) 直前３事業年度の企業集団の財産及び損益の状況 （単位：百万円）

項目
第77期

（2019.４.１～
2020.３.31）

第78期
（2020.４.１～

2021.３.31）

第79期
（2021.４.１～

2022.３.31）

第80期
（2022.４.１～

2023.３.31）

営 業 収 益 3,670 8,948 6,492 4,315

（うち受入手数料） （1,401） （1,776） （1,995） （1,834）

経常利益又は経常損
失（△）

△746 4,395 1,880 491

親会社株主に帰属す
る当期純利益又は親
会社株主に帰属する
当期純損失（△）

△560 3,101 2,117 1,168

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期純損失（△）

△17.56円 97.23円 66.38円 36.63円

総 資 産 68,471 77,861 71,796 70,902

純 資 産 42,749 46,264 46,106 47,301

１株当たり純資産額 1,339.78円 1,449.94円 1,444.99円 1,482.41円

（注）１．第78期より表示方法の変更を行っており、第77期の営業収益の金額については、当
該表示方法の変更を反映した組替え後の金額となっております。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第79
期の期首から適用しており、第79期以降に係る各数値については、当該会計基準等
を適用した後の数値となっております。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

会 社 名 所 在 地 資本金 当社の議決権比率 事 業 内 容

株式会社ＦＥインベスト 東京都中央区 100百万円 99％
金融商品取引業
投 資 業

極東プロパティ株式会社 東京都中央区 10 100 不 動 産 業

株式会社極東証券経済研究所 東京都中央区 20 100 調 査 ・ 研 究 業

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）当社の連結子会社は上記の重要な子会社のうち、株式会社ＦＥインベスト及び極東プロ
パティ株式会社の２社であります。

(4) 経営の基本方針・戦略及び対処すべき課題

① 会社の経営の基本方針

当社及びグループ会社（以下「当社グループ」という。）は、創立以来、
「信は萬事の基と為す」を経営の基本理念として、信頼を原点としたFace 
to Face（お客さまとの対面での直接対話型）のビジネスモデルと健全経営
による安定的成長確保を経営の基本方針としております。この基本方針を堅
持しながら、当社グループしか提供できない商品やサービスの独自性を追求
してまいります。これらの事業活動を通じて、お客さまを含め国民全体の資
産形成に資することで社会全体に付加価値をもたらし、ひいては、国民経済
全体の発展に貢献することを念頭に置きながら、持続可能な事業を展開する
ことに努めてまいります。

当社グループは、自らが採択した「お客さま本位の業務運営に関する方
針」に基づき、お客さまの立場に立って、親切・丁寧な対応を心がけるとと
もに、お客さまの利益を最優先に考え、それぞれのニーズにあった商品やサ
ービスを提供してまいります。

また、株主資本の効率的な運用という観点から、当社グループを取り巻く
環境の変化を的確に捉えながら、適切なリスク管理の下、新しい収益分野や
投資対象への取り組みを推進し、収益力の向上と収益源の多様化を図ってま
いります。
（注）グループ会社は、当社の子会社「株式会社ＦＥインベスト（連結）、極東プロパテ

ィ株式会社（連結）、株式会社極東証券経済研究所（非連結）」の３社であります。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

② 中長期の基本戦略

イ. 基本的な考え方

当社グループは、経営の基本理念に則り、独自のビジネスモデルを堅持
し持続的な成長を目指してまいります。そのため、当社グループは、以下
に掲げるサステナビリティ基本方針に基づき、全てのステークホルダーを
これまで以上に意識しつつ、当社グループの企業価値の向上及び金融・資
本市場を通した持続可能性への貢献を行ってまいります。

また、東京証券取引所プライム市場上場企業として、企業価値の向上に
向けた資本コストや株価を意識した経営及び株主との対話の推進に取り組
むとともに、より高い水準のコーポレート・ガバナンス体制の構築に努め
てまいります。

（サステナビリティ基本方針）

当社グループは、企業理念に基づき、金融商品取引業者としての事業を通
して、サステナビリティ（持続可能性）の向上に取り組んでまいります。

当社理念

「信は萬事の基と為す」との理念に

基づき、将来にわたって、社会から信

頼されるとともに必要とされる企業

を目指します。

金融商品取引業者として資本

市場の発展に寄与し、ひいて

は社会・環境の持続可能性向

上に貢献してまいります。

資本市場を通した
持続可能性への貢献

企業価値の向上

金融商品取引業を通して、真に

必要とされる金融商品・サービ

スを提供することにより、当社

の持続的な企業価値の向上を

目指してまいります。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

ロ. Face to Faceのビジネスモデルを通した企業価値の向上

当社グループを取り巻く競争環境は更に厳しくなるという認識の下、オ
ンライン証券会社や他の中堅証券会社との差別化を図るため、お客さまと
の直接対話を行う対面による営業スタイルを堅持いたします。更には、そ
の営業スタイルの質的な向上を図るとともに、他社では提供できない多様
な商品を取りそろえ、マーケット変化を捉えた機動的な運用提案を行うこ
とで、お客さまの満足度を高め、信頼を獲得してまいります。お客さまと
当社との強固な信頼関係こそが、当社グループ独自の企業価値でありま
す。こうした当社グループ独自のビジネスモデルを強化することで、厳し
い競争環境下においても、当社グループの持続可能な事業展開が可能にな
ると考えております。

ハ. 当社グループ独自の企業価値を生かした持続可能性への貢献

当社グループは、ESG要素を含む中長期的な社会全体の持続可能性の向
上に貢献するため、金融・資本市場の一層の機能強化に資することや、事
業以外の分野における社会貢献活動に積極的に参画してまいります。具体
的には、当社グループ独自の商品やサービスの提供により、国民の資産形
成を促進することで、社会全体に付加価値を生み出し、国民経済全体の発
展に貢献してまいります。また、様々なステークホルダーに貢献するため
に、地球温暖化や気候変動等の環境問題、全ての役職員にとって働きやす
い職場環境を確保する等の働き方改革、金融リテラシー向上に貢献するた
めの金融教育及び地域社会の発展について積極的に取り組んでまいりま
す。

③ 対処すべき課題

イ. 独自のビジネスモデルの追求

当社グループの直接対話型のビジネスモデルを堅持し、事業を持続的に
発展させるためには、お客さま満足度の向上を目指す必要があると考えて
おります。そのため、お客さまへの分かり易く、親切、丁寧な対応に努
め、特色ある旬の商品を引き続き提供してまいります。また、営業活動を
サポートするツールの導入を引き続き行うとともに、お客さまロイヤルテ
ィ調査結果に基づいたサービスの向上を図ってまいります。

当社グループの収益の中心は、上記の直接対話型のビジネスから得られ
る手数料収入等でありますが、これらは市場環境の変化の影響を大きく受
けやすいものとなっております。当社グループは、株主資本の効率的・積
極的運用により、手数料収入以外の収益源を確保し、当社グループの収益
力を強化するために、有望な商品や投資分野の開拓に努めてまいります。
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重要な親会社および子会社の状況、対処すべき課題

ロ. 人材の多様性及び人的資本への投資
当社グループの企業価値を他社と差別化している要因は、「お客さまか

らの信頼」というブランドと「特色ある旬の商品の提供」というノウハウ
であると考えています。これらを活用して、今後の環境変化に柔軟に対応
し、持続的な成長を図るためには、人的資本をこれまでにも増して充実さ
せることが重要であると考えています。

そのため、様々な経験・技能・属性を有する人材の確保及び中核人材へ
の登用、当社のサービスに必要なスキルの習得、多様な働き方が出来るよ
うな社内体制整備を積極的に行ってまいります。

これらの人的資本への投資が、最終的にはお客さまの利益最大化につな
がると考えております。

ハ. 規制環境の変化への対応
顧客本位の業務運営を確保するための法令等の改正に的確に対応し、よ

りお客さまに寄り添った対応を行ってまいります。当社グループは「お客
さま本位の業務運営に関する方針」を更に徹底し、役職員全員がより高い
金融知識や倫理観に基づいて業務を遂行してまいります。

ニ. 社会への貢献
当社グループは、本来の事業以外の分野においても、社会に貢献するこ

とが、当社の企業価値向上にもつながるものと考えております。そのた
め、国民全体の金融リテラシー向上のみならず、質の高い教育や研究を発
展させる目的で、学術活動や教育分野への支援を積極的に行ってまいりま
す。また多様な価値観のもと豊かな社会を築いていくために、メセナ活動
の一環として文化、芸術活動への協賛を行ってまいります。

ホ. 持続可能な地球環境への対応
気候変動対策や脱炭素化に向けた世界的な動きに対応するため、中長期

的観点から、お客さまのESG投資に係るニーズを的確に把握し、それらの
ニーズに適った金融商品の提供を検討してまいります。併せて、脱炭素社
会に向けて推進される代替エネルギーの開発など有望分野への自己資金に
よる投資について積極的に取り組んでまいります。

また、気候関連財務情報開示タスクフォース（TCFD）のフレームワーク
を用いて、気候変動が当社グループの事業活動に与えるリスク及び機会を
充分に分析し、そのうえで気候変動に係るビジネス戦略を策定し、当社グ
ループ及び社会の持続的な発展につなげてまいります。
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主要な事業内容、主要な営業所

(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

　当社グループは、有価証券の売買等及び売買等の受託、有価証券の引受け及

び売出し、有価証券の募集及び売出しの取扱い等を主たる業務としておりま

す。

　当社グループの事業内容は次のとおりであります。

①　金融商品取引業

　イ．極東証券株式会社は、国内において第一種金融商品取引業及び第二種金

融商品取引業を営んでおります。

　ロ．株式会社ＦＥインベストは、国内において第二種金融商品取引業を営ん

でおり、同社が組成する投資ファンドの運営・管理を行っております。

②　投資業

　　株式会社ＦＥインベストは、自己資金を利用して、主に長期投資による安

定的収益の確保を目的とした投資業を行っております。

③　不動産業

　　極東プロパティ株式会社は、不動産業を営み、主として極東証券株式会社

の本支店の店舗等を賃貸しております。

④　調査・研究業

　　株式会社極東証券経済研究所は、主として極東証券株式会社の委託に基づ

き、国内外における経済、金融証券市場の調査・研究業を営んでおります。

① 本店 東京都中央区日本橋茅場町一丁目４番７号

② 支店 ８店舗

区 分 店舗数 店 舗 名

東 京 都 ５
大手センタービル支店、霞が関ビル支店、
新宿支店、新小岩支店、蒲田支店

神 奈 川 県 １ 平塚支店

愛 知 県 １ 名古屋支店

大 阪 府 １ 大阪支店

(6) 主要な営業所（2023年３月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減

234名 13名減

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

225名 12名減 42.6歳 15.9年

(7) 使用人の状況（2023年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、うち嘱託社員は４名であります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は就業員数であり、うち嘱託社員は３名であります。

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 3,000百万円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 2,636

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 2,244

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

（注）上記の借入先からの借入金のほかに、主な借入金としてコールマネー2,000百万円があ
ります。

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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株式に関する事項

① 発行可能株式総数 130,000,000株

② 発行済株式の総数 32,779,000株

③ 株主数 9,834名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 3,044千株 9.54％

有 限 会 社 み つ る 2,640 8.28

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 1,616 5.07

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 1,523 4.78

三 井 住 友 信 託 銀 行 株 式 会 社 1,491 4.67

菊 池  之 981 3.08

菊 池 一 広 967 3.03

菊 池 基 之 875 2.74

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 740 2.32

高 　 野 　 満 美 恵 730 2.29

２. 会社の現況
(1) 株式に関する事項（2023年３月31日現在）

④ 大株主（上位10名）

（注）１. 当社は、自己株式877,595株を保有しておりますが、上記からは除外しており、持
株比率も控除して計算しております。

２. 持株数は千株未満を切り捨て、持株比率は小数点第３位を四捨五入して、それぞれ
表示しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況
該当事項はありません。
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氏 名 地 位 及 び 担 当 重 要 な 兼 職 の 状 況

菊 池  之 代 表 取 締 役 会 長 極東プロパティ株式会社代表取締役社長

菊 池 一 広 代 表 取 締 役 社 長

後 藤 昌 弘
取 締 役 専 務 執 行 役 員
営 業 本 部 長

茅 沼 俊 三
取 締 役 専 務 執 行 役 員
企 画 管 理 本 部 長

堀　川　健次郎 取 締 役

吉 野 貞 雄 取 締 役

菅 谷 貴 子 取 締 役
弁護士（山田・尾﨑法律事務所）

株式会社フェイス社外監査役
ライオン株式会社社外取締役

安 村 和 洋 常 勤 監 査 役
株 式 会 社 Ｆ Ｅ イ ン ベ ス ト 監 査 役
極 東 プ ロ パ テ ィ 株 式 会 社 監 査 役

金 子 弘 之 常 勤 監 査 役 株式会社極東証券経済研究所監査役

津 國 伸 郎 監 査 役 日新商事株式会社社外取締役（監査等委員）

(2) 会社役員に関する事項

① 取締役及び監査役の状況（2023年３月31日現在）

（注）１. 取締役堀川健次郎氏、取締役吉野貞雄氏及び取締役菅谷貴子氏は、社外取締役であ
ります。

２. 常勤監査役安村和洋氏及び監査役津國伸郎氏は、社外監査役であります。
３. 監査役宮内誠治氏は、2022年６月22日をもって辞任いたしました。
４. 当社は、取締役堀川健次郎氏、取締役吉野貞雄氏、取締役菅谷貴子氏、常勤監査役

安村和洋氏及び監査役津國伸郎氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として
指定し、同取引所に届け出ております。

５. 当社は、独立社外取締役の選任基準を以下のとおり定めております。
(１)会社法で定める社外取締役の要件を満たしていること。
(２)東京証券取引所が定める独立性基準に抵触せず、一般株主との利益相反が生じる

おそれがないこと。
(３)当社の取締役として職務遂行を行うための十分な時間が確保でき、取締役会への

出席率が80％以上であること。
(４)当社の社外取締役を務める期間が10年を超えないこと。
(５)他の会社の役員等との兼任が当社を含め５社以内であること。
(６)豊富な経験及び知識を有しており、経営全般について大局的な意見及び助言を行

うことができること。
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会社役員に関する事項

② 補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。

③ 役員等賠償責任保険契約の内容の概要等
該当事項はありません。

④ 取締役及び監査役の報酬等
当社は、2021年２月25日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬

等の内容の決定に関する方針を決議しております。
また、取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、

報酬等の内容の決定方法及び決定された報酬等の内容が取締役会で決議され
た決定方針と整合していることや、報酬委員会からの答申が尊重されている
ことを確認しており、当該決定方針に沿うものであると判断しております。

取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容は次のとおりです。

イ．基本方針

当社の取締役の報酬等は、当社の企業価値の持続的向上を図るため、取

締役の経験や職責を踏まえ、かつ、当社への貢献度や当社の業績を反映し

たものとすることを基本方針とし、定期同額報酬と業績連動報酬を構成要

素とする。なお、社外取締役については、その職務に鑑み、定期同額報酬

のみを支払うこととする。

ロ．定期同額報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

定期同額報酬は、役位、職位、在任年数に応じ、当社への貢献度も勘案

した額を、月例の固定報酬として支払うこととする。

ハ．業績連動報酬の個人別の報酬等の額の決定に関する方針

業績連動報酬は、金銭報酬とし、連結経常利益及び単体の特別損益の額

を業績指標とし、それぞれの額の一定割合を合計したものを支払い原資と

して、取締役個人の担当部門の業績及び評価に基づき配分し、毎年一定時

期に支払うこととする。

ニ．定期同額報酬の額又は業績連動報酬の額の取締役の個人別の報酬等の額

に対する割合の決定に関する方針

取締役（社外取締役を除く。）の種類別の報酬割合については、個人別

の報酬総額に対する一定の割合は予め定めず、各事業年度の業績指標の変

動等に応じて、業績連動報酬の額及び定期同額報酬と業績連動報酬の割合

が変動するものとする。
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会社役員に関する事項

役員区分
報酬等の総額

（百万円）

報酬等の種類別の総額（百万円） 対 象 と な る

役 員 の 員 数

（名）

定期同額

報 酬

業績連動

報 酬 等

非 金 銭

報 酬 等

取締役

（うち社外取締役）

302

（27）

291

（27）

11

（－）
－

7

（3）

監査役

（うち社外監査役）

35

（20）

35

（20）
－ －

4

（2）

合計 337 326 11 － 11

ホ．取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
取締役の個人別の報酬額については、取締役会決議に基づき代表取締役

社長がその具体的内容について委任を受けるものとし、その権限の内容
は、各取締役の定期同額報酬の額及び各取締役（社外取締役を除く。）の
担当業務の状況を踏まえた業績連動報酬の額とする。取締役会は、当該権
限が代表取締役社長によって適切に行使されるよう、報酬委員会に対し、
取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の適用方法の妥当性につい
て諮問し答申を得るものとし、上記の委任を受けた代表取締役社長は、当
該答申の内容を踏まえて決定しなければならないこととする。

⑤ 当事業年度に係る報酬等の総額

（注）１．上記には、2022年６月22日開催の第79回定時株主総会終結の時をもって退任した監
査役１名を含んでおります。なお、当事業年度末現在の役員の人員は取締役７名
（うち社外取締役３名）、監査役３名（うち社外監査役２名）であります。

２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

３．当事業年度における業績連動報酬（未払役員賞与）の総額は11百万円（取締役４名

に対し11百万円）であり、上記の支給額に含まれております。

４．業績連動報酬に係る指標は、連結経常利益及び単体の特別損益の額としておりま
す。連結経常利益は、当社グループ全体の業績を最も明確に表す指標であり、単体
の特別損益は、金融商品取引業者である当社自身が自己資本の効率的な運用を行っ
た結果について最も明確に表す指標であることから、これらの指標を選択しており
ます。なお、当事業年度における連結経常利益の額は491百万円、単体の特別損益
の額は1,199百万円であります。

５. 取締役の報酬限度額は、2020年６月24日開催の第77回定時株主総会において年額
550百万円以内（うち社外取締役分36百万円以内、使用人分給与は含まない）と決
議いただいております。なお、当該株主総会終結時点の取締役の員数は、７名（う
ち社外取締役３名）となります。
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会社役員に関する事項

地位 氏 名 重 要 な 兼 職 先 当 社 と の 関 係

取 締 役 菅 谷 貴 子
弁護士（山田・尾﨑法律事務所）

株式会社フェイス社外監査役
ライオン株式会社社外取締役

特別の関係はありません。

常勤監査役 安 村 和 洋
株 式 会 社 Ｆ Ｅ イ ン ベ ス ト 監 査 役
極 東 プ ロ パ テ ィ 株 式 会 社 監 査 役

当社は、株式会社ＦＥインベス
トが組成したファンドに機関投
資家として出資しております。

当社は、極東プロパティ株式会社
との間に当社営業店舗等の不動
産賃貸借及び不動産管理業務等
の取引関係があります。

監 査 役 津 國 伸 郎 日新商事株式会社社外取締役（監査等委員） 特別の関係はありません。

６. 監査役の報酬限度額は、2006年６月27日開催の第63回定時株主総会において年額60
百万円以内と決議いただいております。なお、監査役の報酬は、株主総会で決議い
ただきました報酬限度額の範囲内において、監査役の協議により支給しておりま
す。なお、当該株主総会終結時点の監査役の員数は、３名となります。

７．当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等は、取締役会の決議に基づき代表取締役

社長である菊池一広氏が定期同額報酬及び業績連動報酬に係る報酬の決定について

委任を受け決定することとしております。決定についての委任理由は、当社への貢

献度や当社の業績等を勘案しつつ各取締役の担当部門について評価を行うには代表

取締役社長が適していると判断したためであります。

⑥　社外役員の他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との
関係
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取 締 役 会 へ の 出 席 状 況 出 席 率

取 締 役 堀　川　健次郎 21回開催中21回出席 100％

取 締 役 吉 野 貞 雄 21回開催中21回出席 100

取 締 役 菅 谷 貴 子 21回開催中20回出席 95

⑦ 社外役員の当事業年度における主な活動状況

イ. 取締役会への出席状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条第２項の規定に
基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が６回ありました。

ロ. 取締役会における発言状況及び社外取締役に期待される役割に関して行

った職務の概要

取締役堀川健次郎氏は、取締役会において、企業経営者としての豊富な
経験と金融資本市場に関する深い知見に基づいて積極的に意見を述べてお
り、経営陣に対して客観的な立場から監督、助言等を行っております。ま
た、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会に出席し、
客観的・中立的立場で役員報酬の決定過程における監督機能を担っており
ます。

取締役吉野貞雄氏は、取締役会において、企業経営者としての豊富な経
験と金融資本市場に関する深い知見に基づいて積極的に意見を述べてお
り、経営陣に対して客観的な立場から監督、助言等を行っております。ま
た、報酬委員会の委員として、当事業年度に開催された委員会に出席し、
客観的・中立的立場で役員報酬の決定過程における監督機能を担っており
ます。

取締役菅谷貴子氏は、取締役会において、弁護士としての豊富な経験と
専門知識に基づいて積極的に意見を述べており、経営陣に対して客観的な
立場から監督、助言等を行っております。また、報酬委員会の委員とし
て、当事業年度に開催された委員会に出席し、客観的・中立的立場で役員
報酬の決定過程における監督機能を担っております。
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取締役会及び監査役会への出席状況 出 席 率

常勤監査役 安 村 和 洋
取締役会 21回開催中21回出席 100％

監査役会 12回開催中12回出席 100

監 査 役 津 國 伸 郎
取締役会 21回開催中21回出席 100

監査役会 12回開催中12回出席 100

ハ. 取締役会及び監査役会への出席状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条第２項の規定に
基づき、取締役会決議があったものとみなす書面決議が６回ありました。

ニ. 取締役会における発言状況

常勤監査役安村和洋氏は、全ての取締役会に出席し、報告事項や決議事
項に適宜質問するとともに、経営に対する客観性や中立性を重視した発言
を行っております。

監査役津國伸郎氏は、全ての取締役会に出席し、報告事項や決議事項に
適宜質問するとともに、経営に対する客観性や中立性を重視した発言を行
っております。

ホ. 監査役会における発言状況

常勤監査役安村和洋氏は、全ての監査役会に出席し、監査業務全般につ
いて客観性や中立性を重視した発言を行っております。

監査役津國伸郎氏は、全ての監査役会に出席し、監査業務について客観
性や中立性を重視した発言を行っております。
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 35百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

36

(3) 会計監査人の状況

① 名称　　　　　　　　　　東陽監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引
法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できま
せんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載し
ております。

２. 監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指
針」を踏まえ、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬
見積もりの算出根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえ
で、会計監査人の報酬等の額について、会社法第399条第１項の同意を行っており
ます。

③ 非監査業務の内容
顧客資産の分別管理に関する保証業務等を委託しております。

④ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関
する議案の内容を決定いたします。

また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると
認められる場合は、監査役会は監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解
任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集
される株主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いた
します。

⑤ 責任限定契約の内容の概要
該当事項はありません。

⑥ 補償契約の内容の概要等
該当事項はありません。
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剰余金の配当等の決定に関する方針

項目
第77期

（2019.４.１～
2020.３.31）

第78期
（2020.４.１～

2021.３.31）

第79期
（2021.４.１～

2022.３.31）

第80期
（2022.４.１～

2023.３.31）

中 間 配 当 15円 20円 20円 15円

期 末 配 当 15 30 20 15

年 間 配 当 30 50 40 30

(4) 剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は、株主価値向上の一環として、株主の皆さまに対し積極的な利益還元

を図ることを経営の重要な政策の一つとしており、配当につきましては、連結

配当性向50％以上及び連結純資産配当率（DOE）２％以上の両基準で算出した

数値のいずれか高い金額を基準とし、当社の自己資本の水準及び中長期的な業

績動向並びに株価等を総合的に判断し決定する旨を基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回の配当を基本方針と

し、会社法第459条第１項の規定に基づき、取締役会の決議をもって剰余金の

配当等を行うことができる旨定款に定めております。

当期の期末配当につきましては、上記の連結純資産配当率（DOE）基準を採

用し、2023年４月27日開催の取締役会において１株当たり15円（既に実施済み

の中間配当15円と合わせ年間30円）の配当の決議をしております。

なお、直前３事業年度における剰余金の配当推移は以下のとおりでありま

す。
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連結貸借対照表

（2023年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

預 託 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

商 品 有 価 証 券 等

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

信 用 取 引 貸 付 金

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金

立 替 金

短 期 貸 付 金

前 払 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

社 内 長 期 貸 付 金

長 期 差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金
　

47,574

20,784

9,955

13,036

13,035

1

259

2,867

2,638

229

1

0

25

32

367

241

13

△12

23,327

1,872

384

0

320

1,167

59

36

22

21,396

19,983

29

1

0

1

409

1

491

548

△71
　

流 動 負 債 21,587

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 4

信 用 取 引 負 債 496

信 用 取 引 借 入 金 264

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 231

預 り 金 9,330

受 入 保 証 金 515

有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定 229

短 期 借 入 金 10,600

前 受 金 40

前 受 収 益 0

未 払 金 15

未 払 費 用 43

未 払 法 人 税 等 101

賞 与 引 当 金 144

そ の 他 の 流 動 負 債 64

固 定 負 債 1,999

長 期 借 入 金 1,000

長 期 未 払 金 429

繰 延 税 金 負 債 493

退 職 給 付 に 係 る 負 債 77

特 別 法 上 の 準 備 金 14

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 14

（金融商品取引法第46条の５）

負 債 合 計 23,601

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 46,533

資 本 金 5,251

資 本 剰 余 金 4,774

利 益 剰 余 金 37,370

自 己 株 式 △863

その他の包括利益累計額 757

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 757

非 支 配 株 主 持 分 10

純 資 産 合 計 47,301

資 産 合 計 70,902 負 債 ・ 純 資 産 合 計 70,902

連 結 貸 借 対 照 表
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連結損益計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 内　　訳 金　　額

営 業 収 益 4,315

受 入 手 数 料 1,834

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 1,015

金 融 収 益 1,445

そ の 他 の 営 業 収 入 19

金 融 費 用 55

純 営 業 収 益 4,259

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 4,572

取 引 関 係 費 539

人 件 費 2,630

不 動 産 関 係 費 507

事 務 費 535

減 価 償 却 費 86

租 税 公 課 139

そ の 他 134

営　　　　　　業　　　　　　損　　　　　　失　　（△） △312

営 業 外 収 益 1,012

営 業 外 費 用 208

経 常 利 益 491

特 別 利 益 1,313

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,313

特 別 損 失 105

投 資 有 価 証 券 売 却 損 64

関 係 会 社 株 式 評 価 損 17

減 損 損 失 23

固 定 資 産 除 却 損 0

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 1,699

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 404

法 人 税 等 調 整 額 125

当 期 純 利 益 1,168

非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 1,168

連 結 損 益 計 算 書
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連結株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当連結会計年度期首残高 5,251 4,774 37,318 △863 46,481

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,116 △1,116

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,168 1,168

自 己 株 式 の 取 得 △0 △0

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

当連結会計年度変動額合計 － － 51 △0 51

当連結会計年度末残高 5,251 4,774 37,370 △863 46,533

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

そ の 他 の
包 括 利 益
累 計 額 合 計

当連結会計年度期首残高 △384 △384 9 46,106

当連結会計年度変動額

剰 余 金 の 配 当 △1,116

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

1,168

自 己 株 式 の 取 得 △0

株主資本以外の項目の当連結会
計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

1,141 1,141 1 1,143

当連結会計年度変動額合計 1,141 1,141 1 1,194

当連結会計年度末残高 757 757 10 47,301

連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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貸借対照表

（2023年３月31日現在）

(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

預 託 金

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品

商 品 有 価 証 券 等

デ リ バ テ ィ ブ 取 引

約 定 見 返 勘 定

信 用 取 引 資 産

信 用 取 引 貸 付 金

信 用 取 引 借 証 券 担 保 金

立 替 金

短 期 貸 付 金

前 払 金

前 払 費 用

未 収 入 金

未 収 収 益

そ の 他 の 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

車 両 運 搬 具

器 具 ・ 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 長 期 貸 付 金

社 内 長 期 貸 付 金

長 期 差 入 保 証 金

長 期 前 払 費 用

前 払 年 金 費 用

そ の 他 の 投 資 等

貸 倒 引 当 金
　

46,416

19,640

9,955

13,036

13,035

1

259

2,867

2,638

229

2

20

25

9

367

240

3

△12

20,060

527

168

0

305

54

59

36

22

19,473

17,356

620

1

0

120

1

403

1

491

548

△71
　

流 動 負 債 21,507

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 4

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 4

信 用 取 引 負 債 496

信 用 取 引 借 入 金 264

信 用 取 引 貸 証 券 受 入 金 231

預 り 金 9,329

受 入 保 証 金 515

有 価 証 券 等 受 入 未 了 勘 定 229

短 期 借 入 金 10,600

前 受 金 30

未 払 金 10

未 払 費 用 47

未 払 法 人 税 等 38

賞 与 引 当 金 141

そ の 他 の 流 動 負 債 64

固 定 負 債 1,969

長 期 借 入 金 1,000

長 期 未 払 金 429

繰 延 税 金 負 債 466

退 職 給 付 引 当 金 74

特 別 法 上 の 準 備 金 14

金 融 商 品 取 引 責 任 準 備 金 14

（金融商品取引法第46条の５）

負 債 合 計 23,491

純 資 産 の 部

科 目 金 額

株 主 資 本 42,296

資 本 金 5,251

資 本 剰 余 金 4,774

資 本 準 備 金 4,774

利 益 剰 余 金 33,133

利 益 準 備 金 641

そ の 他 利 益 剰 余 金 32,492

別 途 積 立 金 16,271

繰 越 利 益 剰 余 金 16,221

自 己 株 式 △863

評 価 ・ 換 算 差 額 等 689

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 689

純 資 産 合 計 42,985

資 産 合 計 66,476 負 債 ・ 純 資 産 合 計 66,476

貸　借　対　照　表
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損益計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

(単位：百万円)

科 目 内　　訳 金　　額

営 業 収 益 4,295

受 入 手 数 料 1,834

ト レ ー デ ィ ン グ 損 益 1,015

金 融 収 益 1,445

金 融 費 用 55

純 営 業 収 益 4,239

販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 4,601

取 引 関 係 費 544

人 件 費 2,522

不 動 産 関 係 費 631

事 務 費 579

減 価 償 却 費 67

租 税 公 課 127

そ の 他 126

営　　　　　　業　　　　　　損　　　　　　失　　（△） △361

営 業 外 収 益 783

営 業 外 費 用 207

経 常 利 益 214

特 別 利 益 1,293

投 資 有 価 証 券 売 却 益 1,293

特 別 損 失 94

投 資 有 価 証 券 売 却 損 64

関 係 会 社 株 式 評 価 損 6

固 定 資 産 除 却 損 0

減 損 損 失 23

税 引 前 当 期 純 利 益 1,413

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 306

法 人 税 等 調 整 額 127

当 期 純 利 益 980

損　益　計　算　書
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株主資本等変動計算書

(2022年４月１日から
2023年３月31日まで)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合　　　計別　途

積立金
繰越利益
剰 余 金

当 期 首 残 高 5,251 4,774 4,774 641 16,271 16,357 33,269 △863 42,432

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,116 △1,116 △1,116

当 期 純 利 益 980 980 980

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 － － － － － △136 △136 △0 △136

当 期 末 残 高 5,251 4,774 4,774 641 16,271 16,221 33,133 △863 42,296

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 △245 △245 42,186

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △1,116

当 期 純 利 益 980

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の当
期 変 動 額 ( 純 額 )

935 935 935

当 期 変 動 額 合 計 935 935 798

当 期 末 残 高 689 689 42,985

株主資本等変動計算書

（単位：百万円）
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月11日

極 東 証 券 株 式 会 社

取締役会　御中

東 陽 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 水 戸 信 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 吉 野 直 志

　監査意見
当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、極東証券株式会社の2022年４月１

日から2023年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、
連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠して、極東証券株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結
計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示してい
るものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査

を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査
人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従
って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責
任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手
したと判断している。

その他の記載内容
その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の

記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお
らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の
過程において、その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識
との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にそ
の他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した

場合には、その事実を報告することが求められている。
その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要
な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内
部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を
作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事
項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正
又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書
において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、
不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用
者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもので
はないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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連結計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、
また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事
象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提
に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記
事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適
切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の
事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書
類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表
示しているかどうかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関す
る十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、
監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2023年５月11日

極 東 証 券 株 式 会 社

取締役会　御中
東 陽 監 査 法 人
東京事務所

指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 水 戸 信 之
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 吉 野 直 志

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、極東証券株式会社の2022年
４月１日から2023年３月31日までの第80期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書
類等」という。）について監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要
な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人
の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従っ
て、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい
る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断して
いる。

その他の記載内容

その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の
記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記
載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ
る。

当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておら
ず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過
程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との
間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他
の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断し
た場合には、その事実を報告することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し
て計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統
制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成
することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企
業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を
開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務
の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又
は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書に
おいて独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正
又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意
思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過
程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施す
る。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表

示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の
判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものでは
ないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案す
るために、監査に関連する内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われ
た会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
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計算書類に係る会計監査報告

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、ま
た、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象
又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に
関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項
に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でな
い場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査
人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状
況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業
会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の
表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示して
いるかどうかを評価する。
監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の

実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基
準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に
関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる
事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じている場合はその内容
について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。
以　上
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監　査　報　告　書
当監査役会は、2022年４月１日から2023年３月31日までの第80期事業年度における取締

役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1) 監査役会は、監査の方針、監査計画等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果

について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

(2) 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監
査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施いたしました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社につい
ては、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて
子会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保
するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の
整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定
期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。
なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び東陽監査法人から当該内部
統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを
確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知
を受け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸
借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並び
に連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表）について検討いたしました。

監査役会の監査報告

－ 50 －



招
集
ご
通
知

株
主
総
会
参
考
書
類

事
業
報
告

計
算
書
類

監
査
報
告

2023/05/20 20:34:27 / 22945993_極東証券株式会社_招集通知_電子提供措置用

監査役会の監査報告

２. 監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示してい
るものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実
は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該
内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
財務報告に係る内部統制を含め、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人東陽監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

３. 後発事象
特に記載すべき重要な後発事象はありません。

2023年５月15日

極 東 証 券 株 式 会 社  監 査 役 会

常 勤 監 査 役 安 村 和 洋㊞

常 勤 監 査 役 金 子 弘 之㊞

監 査 役 津 國 伸 郎㊞
　（注） 監査役安村和洋及び津國伸郎は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定め

る社外監査役であります。

以　上
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地図

株主総会会場ご案内図
東京都中央区日本橋茅場町一丁目５番８号

東京証券会館９階会議室

電話：０３－３６６７－９２１０

日本橋郵便局

東京メトロ東西線
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〔最寄駅〕

地下鉄（東京メトロ）日比谷線・東西線　茅場町駅

「８番出口」直結

（都営） 浅草線　日本橋駅

「Ｄ２出口」徒歩５分

※株主総会にご出席の株主さまへお配りしておりましたお土産は

とりやめとさせていただいております。

何卒ご理解賜りますようお願い申しあげます。

本紙は、環境に配慮した印刷用紙とベジタブルオイルインキを使用しております。
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